
国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 の 組 織 に 関 す る 規 程 新 旧 対 照 表
改 正 前 改 正 後

目次 目次
第１章 第１章
第２章 第２章

第１節 第１節
第２節 第２節
第３節 第３節
第４節 第４節

第３章 第３章
第１節 （略） 第１節 （同 左）
第２節 第２節
第３節 第３節
第４節 第４節
第５節 第５節
第６節 第６節
第７節 第７節
第８節 第８節
第９節 機構等（第４７条―第４７条の７） 第９節 機構等（第４７条―第４９条）
第１０節 物質－細胞統合システム拠点（第４ 第１０節 物質－細胞統合システム拠点（第５

８条） ０条）
第１１節 その他の学内組織（第４９条―第５ 第１１節 その他の学内組織（第５０条の２－

１条） 第５１条）
第４章 （略） 第４章 （同 左）
附則 附則
（中略）

第９節 機構等 第９節 機構等
（高等教育研究開発推進機構） （機構等）

第４７条 京都大学に、高等教育研究開発推進機構 第４７条 京都大学に、京都大学における全学共通
を置く。 教育の実施、学術研究基盤の整備、全学的事業の

推進又は支援その他全学に係る業務を実施するた
めの組織として、次に掲げる機構及び本部を置く。
高等教育研究開発推進機構
環境安全保健機構
国際交流推進機構
情報環境機構
図書館機構
産官学連携本部

２ 高等教育研究開発推進機構に関し必要な事項 ２ 前項の機構等に関し必要な事項は、高等教育研
は、京都大学における全学共通教育の実施に関す 究開発推進機構にあっては京都大学における全学
る規程（平成１５年達示第１号）の定めるところ 共通教育の実施に関する規程（平成１５年達示第
による。 １号）の、その他にあっては当該機構規程又は本

部規程の定めるところによる。
（環境安全保健機構）

第４７条の２ 京都大学に、環境安全保健機構を置
く。

２ 環境安全保健機構に関し必要な事項は、京都大
学環境安全保健機構規程（平成１７年達示第６号)
の定めるところによる。

第４７条の３ 削除
（国際交流推進機構）

第４７条の４ 京都大学に、国際交流推進機構を置
く。

２ 国際交流推進機構に関し必要な事項は、京都大
学国際交流推進機構規程（平成１７年達示第１１
号）の定めるところによる。
（情報環境機構）

第４７条の５ 京都大学に、情報環境機構を置く。
２ 情報環境機構に関し必要な事項は、京都大学情

報環境機構規程（平成１７年達示第１３号）の定
めるところによる。
（図書館機構）

第４７条の６ 京都大学に、図書館機構を置く。
２ 図書館機構に関し必要な事項は、京都大学図書

館機構規程(平成１７年達示第１７号)の定めると
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ころによる。
（産官学連携本部）

第４７条の７ 京都大学に、産官学連携本部を置く。
２ 産官学連携本部に関し必要な事項は、京都大学

産官学連携本部規程（平成１９年達示第４３号）
の定めるところによる。

第４８条 前条に定めるもののほか、京都大学に、
京都大学における学生等及び職員の修学上、就労
上及び適応上の助言等に関する専門的業務、歴史
資料の収集、整理及び保存その他全学に係る業務
を実施するため、次に掲げる施設を置く。
カウンセリングセンター
大学文書館

２ 前項の施設に関し必要な事項は、当該施設規程
の定めるところによる。
（その他の全学支援等の組織）

第４９条 前２条に定めるもののほか、京都大学に、
全学に係る業務を実施するために必要な学内組織
を置く。

２ 前項の組織に関し必要な事項は、総長が定める。
第１０節 物質―細胞統合システム拠点 第１０節 物質―細胞統合システム拠点

（物質―細胞統合システム拠点） （物質―細胞統合システム拠点）
第４８条

（略）
第５０条

（同 左）２ ２
第１１節 その他の学内組織 第１１節 その他の学内組織

（カウンセリングセンター）
第４９条 京都大学に、カウンセリングセンターを

置く。
２ カウンセリングセンターに関し必要な事項は、

別に定める。
（大学文書館）

第５０条 京都大学に、大学文書館を置く。
２ 大学文書館に関し必要な事項は、別に定める。

（その他の学内組織） （その他の学内組織）
第５０条の２ 前２条に定めるもののほか、京都大 第５０条の２ 京都大学に、研究科又は学部が一定

学に、研究科又は学部が一定期間連携して教育を 期間連携して教育を行うための組織を置くことが
行うための組織を置くことができる。 できる。

２ （略） ２ （同 左）
第５０条の３ 前３条に定めるもののほか、京都大 第５０条の３ 前条に定めるもののほか、京都大学

学に、研究科、研究所等が一定期間連携して研究 に、研究科、研究所等が一定期間連携して研究を
を行うための組織を置くことができる。 行うための組織を置くことができる。

２ （略） ２ （同 左）
第５１条 第４９条から前条までに定めるもののほ 第５１条 前２条に定めるもののほか、京都大学に

か、京都大学に必要な学内組織を置く。 必要な学内組織を置く。
２ （略） ２ （同 左）

第４章 事務組織 第４章 事務組織
（事務本部） （事務本部）

第５２条 京都大学に、法人の業務の実施に関し必 第５２条 （同 左）
要な事務を処理させるため、事務本部を置く。

２ 事務本部に置く部、課、室、センター、監査室 ２ 事務本部に置く部、課、室、監査室その他の事
その他の事務組織及びその所掌事務は、京都大学 務組織及びその所掌事務は、京都大学事務組織規
事務組織規程（平成１６年達示第６０号）の定め 程（平成１６年達示第６０号）の定めるところに
るところによる。 よる。

３ 部に部長を、課に課長を、室に室長を、センタ ３ 部に部長を、課に課長を、室に室長を置く。
ーにセンター長を置く。

４ 部長は、総長及び担当理事の監督の下に部の事 ４ 部長は、総長及び担当理事の監督の下に部の事
務を処理し、課長、室長及びセンター長は、上司 務を処理し、課長及び室長は、上司の命を受け、
の命を受け、課、室又はセンターの事務を処理す 課又は室の事務を処理する。ただし、監査室長は、
る。ただし、監査室長は、総長の監督の下に室の 総長の監督の下に室の事務を処理する。
事務を処理する。
（後 略）

附 則
この規程は、平成２４年４月１日から施行する。


